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要旨：PVA 短繊維混入によるひび割れ分散性改善の定量評価を目的に，混入率をパラメータ

とした鉄筋コンクリートの一軸引張実験を行った。その結果，PVA 短繊維混入によりコンク

リートのひび割れ分散性の改善が確認できた。加えて，平均ひび割れ間隔を引張軟化曲線の

折曲がり点応力で整理することで，一軸応力状態における PVA 短繊維を混入したコンクリー

トのひび割れ幅の減少を低減係数として評価することができた。 
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1. はじめに 
 鉄筋コンクリート（RC）部材の耐久性は，コ

ンクリート表面に発生するひび割れの幅や間隔

に大きく影響される。特に，ひび割れ幅は鉄筋

径やかぶり，コンクリートの品質などの各種要

因による影響を受け，鉄筋に生じる引張ひずみ

に比例して増加すると考えられている。RC 部

材のひび割れ幅の照査において，要求性能を満

たさない場合，鉄筋量を増やすことや同一の鉄

筋量で鉄筋径を小さくして鉄筋間隔を小さくす

ることなどの対策が必要である。 

 このひび割れ幅の低減対策の一つとして，コ

ンクリートの引張性状の改善を目的に，コンク

リート中に鋼製あるいはプラスチック製の短繊

維を分散させて混入する技術が検討されている。

コンクリートのひび割れ低減対策として短繊維

を使用する研究は，現在までに，鋼繊維を対象

として行われており，ひび割れ幅の減少に有効

であることが報告されている 1)。しかしながら，

鋼繊維自体の耐久性や施工性の点で幅広く実用

されていないのが現状である。 

 これに対して，本研究では，コンクリートの

補強材として用いられる短繊維のうち，引張強

度や付着強度が大きく，コンクリートとの分離

抵抗性，作業性，耐食性に優れた PVA（ポリビ

ニルアルコール）短繊維を対象とした。本論文

は，PVA 短繊維（以下，短繊維と記す）を用い

た鉄筋コンクリートのひび割れ分散性を検討す

ることを目的に，コンクリート種類，鉄筋比を

変化させた試験体を用いて一軸引張実験を行っ

た。実験結果より，短繊維の混入率がひび割れ

分散性に与える影響を検討し，ひび割れ幅低減

の定量的な評価を試みた結果を報告する。 

 

2. 実験概要 
2.1 実験方法 

 実験は，コンクリート中に埋設した鉄筋に両

側から引張力を作用させる一軸引張実験で行っ

た。試験体は，断面寸法（鉄筋比）を 150×150mm

（0.023），150×200mm（0.010）の 2 種類，コ

ンクリート種類を普通コンクリートおよび軽量

コンクリートの 2種類，短繊維混入率を 0.0，0.3，

0.5，1.0，1.5%の 5 水準，短繊維種類を 2 種類

とした全 12 ケースとした。表－１に実験ケース

とそのパラメータを示す。なお，断面寸法とコ

ンクリート種類により試験体を，同表に示すよ

うに，N，L，W の各シリーズに区分した。 

 図－１に実験方法を示す。N および L シリー

ズの試験体は断面中心に径 D25，長さ 4000mm

の鉄筋を，W シリーズは同じ位置に径 D19 のネ

ジふし付き鉄筋を配置した。なお，N および L

シリーズの試験体両端には端部からの割裂ひび
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割れを防止するために非付着区間を 50mm ずつ

設けた。 

2.2 使用材料 
(1) 短繊維 

 実験には 2 種類の短繊維を使用した。その物

性を表－２に示す。同表の dtex は，1dtex で糸

長 10000m の糸質量が 1g であることを示す。 

(2) 軽量骨材 

 軽量骨材は，中国・黄河の堆積物を原材料と

する高性能人工軽量骨材（粗骨材）である。骨

材の絶乾比重は 1.18 であり，24 時間吸水率は

2.69%である。骨材の粒径は 5～15mm である。 

(3) コンクリートの配合 
 使用したコンクリートは，セメント種類を普

通ポルトランドセメント，配合条件を普通コン

クリートではスランプ 18cm，空気量 4.5%，粗

骨材最大寸法 20mm，軽量コンクリートではス

ランプフロー450mm，空気量 5.5%，軽量粗骨材

の最大寸法 15mm とした。目標単位容積質量は，

普通コンクリートが 2290kg/m3，軽量コンクリ

ートが 1770kg/m3 である。 

(4) 材料試験結果 
 コンクリートの圧縮強度試験結果を表－１に

併記し，鉄筋の引張試験結果を表－３に示す。 

2.3 載荷方法 

 載荷は，図－１の載荷方向側の鉄筋にセンタ

ーホールジャッキおよびロードセルを配置し，

両側の鉄筋をカプラーで載荷フレームに固定し

て実施した。計測は荷重，試験体の伸び，ひび

割れ幅について行った。N および L シリーズの

ひび割れ幅は，図－１に示すように付着区間の

うち 1800mmを 24 個のπゲージを用いて 75mm

間隔で計測した。W シリーズでは付着区間

2000mm を 20 個のπゲージを用いて 100mm 間

隔で計測した。 

表－２ 短繊維の物性値 

項目 単位 PVA-A PVA-B 
直径 mm 0.66 0.20 

標準長 mm 30 12 
繊度 dtex 4440 390 

アスペクト比 ― 45.5 60.0 
密度 kg/m3 1300 

引張強度 N/mm2 880 
ヤング係数 kN/mm2 29.4 

表－１ 実験ケースおよびパラメータ 

ｼﾘ 試験 ｺﾝｸﾘｰﾄ

ｰｽﾞ 体名 断面 断面 付着区 材質 種類 主鉄筋比 種類 種類 混入率 圧縮 ヤング
高さ 幅 間長さ （体積比） 強度 係数
h b L b p =As /bh f' c E c

mm mm mm % N/mm2 kN/mm2

N N-00 150 150 1900 USD685 D25 0.023 普通 A 0.0 39.0 32.4
N-03 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 0.3 40.2 32.2
N-05 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 0.5 36.6 30.9
N-10 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 1.0 35.5 30.8
N-05B 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 B 0.5 40.0 30.8

L L-00 〃 〃 〃 〃 〃 〃 軽量 A 0.0 39.7 21.2
L-05 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 0.5 42.5 21.0
L-10 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 1.0 46.6 22.7

W W-00 〃 200 2000 SD345 D19 0.010 普通 〃 0.0 37.0 28.6
W-05 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 0.5 38.5 29.1
W-10 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 1.0 39.1 28.0
W-15 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 1.5 31.7 25.0

鉄筋　 短繊維試験体寸法・実験条件 実験時のｺﾝｸﾘｰﾄの性状
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図－１ 実験方法（平面図は N，L シリーズ） 
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3. 実験結果 
3.1 コンクリートが負担する応力 

 図－２に試験体の平均ひずみとコンクリート

平均応力の関係の一例を示す。平均ひずみは，

試験体の伸びを付着区間長さで除した値である。

また，コンクリート平均応力は，平均ひずみに

相当する試験体の荷重から鉄筋単体の荷重を引

いた値をコンクリート断面積で除した値である。

このコンクリート平均応力は，コンクリートの

テンションスティフニングを表しており，短繊

維混入によるコンクリートの力学性状改善効果

を反映していると考えられる。 

 短繊維を 1.0%混入した N-10 の平均応力は，

無混入の N-00 の値を常に上回った。同様に

W-15 の値は，W-00 の値を上回った。これは，

短繊維の混入によりコンクリートの負担する応

力が大きくなったためと考えられる。 

 なお，W-10 では，短繊維を 1.0%混入し，圧

縮強度がシリーズ中で最も大きいにもかかわら

ず，図－２に示すようにコンクリート平均応力

の最大値が無混入のものに比べ小さくなった。

また，目視観察した結果，ひび割れが試験体下

面に偏っており，載荷時において一軸引張応力

状態を忠実に再現できなかったと判断し，以降

の考察で用いないこととした。 

3.2 ひび割れ幅 

 図－３に短繊維の混入率で整理したひび割れ

幅の最大値と平均値を示す。最大ひび割れ幅は

πゲージにより計測されたひび割れ幅の最大値

であり，平均ひび割れ幅はひび割れ幅の合計値

をひび割れ本数で除した値である。なお，ここ

でのひび割れは，載荷終了時に試験体の 3 面以

上に発生しているものとし，πゲージによる計

測値が初期値より±0.05mm 以上変化した場合

をひび割れと判定した。ここでのπゲージの測

定値におけるマイナスの値は，計測面の裏面か

らひび割れが発生することで計測された。 

 また，定常状態での検討を考えたため，荷重

増加による新しいひび割れの発生がないように

荷重レベルはできる限り高く，N，L シリーズ

では鉄筋応力 600N/mm2，W シリーズでは

350N/mm2 に相当する荷重時点の結果で整理し

た。N-10 において，１つのπゲージ区間にひび

割れが 2 本見られた。その区間での測定値は，

最大値とならなかったため，最大ひび割れ幅に

は考慮せず，平均ひび割れ幅にはひび割れ本数

を２本として考慮した。 

 最大ひび割れ幅（実線）は，混入率増加に対

して明確な傾向が見られなかった。N シリーズ

の混入率 0.3%を除いて，短繊維を混入した平均

ひび割れ幅（破線）は，混入率の増加に伴いひ

び割れ幅が減少していることが分かる。最もひ

び割れ幅が減少したシリーズは軽量コンクリー

トを用いた L シリーズであり，混入率 1.0%あた

り 0.27mm の減少であった。 

 短繊維種類の違いを混入率 0.5%の N シリー

ズ・PVA-A（◇印）と N シリーズ・PVA-B（△

印）の平均ひび割れ幅により比較した。PVA-A

の平均ひび割れ幅に比べ PVA-B の値は 0.25mm

程度大きく，PVA-A・混入率 0.3%に近い値とな

っており，ひび割れ低減に対して PVA-A の方が

有効であることが分かった。 

 

表－３ 鉄筋引張試験結果 

ｼﾘｰ

ｽﾞ 種類 材質 

降伏 
強度 

fy 
N/mm2 

引張 
強度 

fu 
N/mm2 

ﾔﾝｸﾞ 
係数 

Es 
kN/mm2 

N，L D25 USD685 751 980 19.9 
W D19 SD345 366 561 19.2 
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図－２ 平均ひずみ－コンクリート平均応力 
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3.3 ひび割れ間隔 
 図－４に混入率とひび割れ間隔の関係を示す。

平均ひび割れ間隔は，ひび割れ幅と同様の荷重

時点における，両端部を除いたひび割れ間の長

さの平均値であり，最大ひび割れ間隔は，各ひ

び割れ間隔の最大値である。L シリーズと W シ

リーズにおいて混入率増加に伴う最大ひび割れ

間隔（実線）の減少傾向は明確であった。 

 平均ひび割れ間隔（破線）は，最大ひび割れ

間隔に比べ緩やかであるが，L シリーズと W シ

リーズにおいて減少傾向が見られ，特に軽量コ

ンクリートの L シリーズで減少傾向が大きくな

った。軽量コンクリートのひび割れは，骨材界

面に沿ってひび割れが進展する普通コンクリー

トとは異なり，骨材を貫通して脆性的に進展す

ることが報告されている 2)。軽量コンクリート

において，短繊維混入によるひび割れ間隔の減 
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図－３ 混入率―ひび割れ幅 
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図－４ 混入率―ひび割れ間隔 

少が大きかった要因は，骨材の割れを伴う脆性

的なひび割れ進展の抑制に短繊維が有効に働き，

新たなひび割れを発生させたためと考えられる。 

 鉄筋比を変えた N シリーズと W シリーズの

平均ひび割れ間隔を比較すると，鉄筋比が小さ

い W シリーズのひび割れ間隔が大きくなった

が，混入率増加に対するひび割れ間隔の減少に

明確な差は見られなかった。 

 

4. ひび割れ幅の評価 
4.1 評価方法 
 本実験を通して，短繊維を混入することによ

り，コンクリートのひび割れ分散性の改善が確

認できたため，短繊維混入によるひび割れ間隔

の検討を通して，ひび割れ幅低減効果の定量評

価を試みた。ひび割れ幅の算定式は角田の提案

式（角田式）3)，趙らの提案式（趙式）4)，コン

クリート標準示方書の算定式（示方書式）など

がある。ここでの評価は，これらのうち一軸引

張実験の結果に基づいており，かぶり c と鉄筋

間隔 cs の比が小さい RC 部材にも適応可能な角

田式（式(1)）を用いた。 

   wmax=Lmax (σse/Es+ε'csd)    (1) 

   Lmax=5.4 c      (2) 

 ここで，wmax：最大ひび割れ幅（mm）Lmax：

最大ひび割れ間隔（mm），c：かぶり(mm)，σse：

鉄筋応力度（N/mm2），Es：鉄筋のヤング係数

（N/mm2），ε'csd：コンクリートの収縮・クリー

プ等によるひずみ(=150×10-6) 

 式(1)は，ひび割れ間隔に荷重とクリープ等に

よるひずみを乗じて，最大ひび割れ幅としてい

る。今回の評価には，ひび割れ間隔の実験値

Lmax,expを式(2)で算定した計算値 Lmax,calで無次元

化したひび割れ間隔比を用いた。なお，Lmax,exp

は，実験により求めた平均ひび割れ間隔に 1.5

を乗じた値とした 4)。 

 一方，短繊維を混入することによるコンクリ

ートの力学性能の改善効果を定量的に評価する

物性値として，破壊エネルギーや引張軟化曲線

などの破壊力学特性値がある。短繊維を混入し
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たコンクリートの引張軟化曲線の折曲がり点

（B.P.）は，後述のモデル化により短繊維のみ

の効果を表現することができる。ここでの評価

は，破壊力学特性値を代表する指標として B.P.

応力を用いた。 

4.2 引張軟化曲線と折曲がり点応力 

 引張軟化曲線は，RILEM 法に準拠して別途実

施した曲げ載荷試験により，計測した開口ひび

割れ幅と荷重－変位関係を用いて修正 J 積分法

に従って求めた 5)。本研究では，短繊維を混入

したコンクリートの引張軟化曲線は混入してい

ないコンクリート（以下，ベースコンクリート

と記す）の引張軟化曲線に短繊維の効果を足し

合わせることで表現できると仮定して図－５の

ようにモデル化を行った。ベースコンクリート

の引張軟化曲線は近似モデルとして一般的に用

いられる 1/4 モデルを仮定した。 

 引張軟化曲線において，短繊維が負担する応

力は，軟化開始時点では 0.0N/mm2 であり，マ

イクロクラッキングゾーンにおいてひび割れが

進展するのに伴い発生する。軟化応力のうちコ

ンクリートの負担する応力は，ベースコンクリ

ートの限界開口ひび割れ幅にあたる第 2B.P.に

おいて 0.0N/mm2 となり，それ以降は軟化応力

をすべて短繊維が負担する。ひび割れ幅評価の

指標とする B.P.の応力σBP は，短繊維の効果の

みを表すために，この第 2B.P.の応力を用いた。

ベースコンクリートにおいても 1/4 モデルの限

界開口ひび割れ幅で実験値の軟化応力があるた

め，検討にはこの応力σBP0 も考慮して短繊維の

効果を B.P.の応力の差σBP－σBP0 で評価した。 

4.3 低減係数の検討 

 ここでは，式(1)の修正を目的に，短繊維混入

によるひび割れ幅の低減係数 kf を検討した。本

実験により得られた最大ひび割れ間隔の実験値

Lmax,exp と計算値 Lmax,cal の比（ひび割れ間隔比）

を B.P.応力差σBP－σBP0 で整理して図－６に示

す。W-15 のひび割れは，鉄筋応力 350N/mm2

時から載荷終了時までに 1 本増加したため，ひ

び割れ間隔比を○印から●印にして検討した。 
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図－５ 引張軟化モデルの決め方 
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図－６ 折曲がり点応力差－ひび割れ間隔比 

 ひび割れ間隔比は，σBP－σBP0 の増加に伴い

小さくなる傾向を示しており，最小自乗法によ

り近似した直線は図中のようになった。ひび割

れ幅の低減係数 kf は，近似直線を参考にσBP－

σBP0=0.0N/mm2 で 1.0 となり，短繊維によるひ

び割れ幅の低減効果を過大評価しないように，

結果を下側にほぼ包含するかたちで式(3)のよ

うに提案した。 

   kf =1－0.3(σBP－σBP0)    (3) 

ここで，σBP：B.P.応力（N/mm2），σBP0：混入

率 0.0%の B.P.応力（≒0.1N/mm2） 

4.4 曲げひび割れへの適用 

 別途行った RC はりの曲げ実験 6)において，

ひび割れ幅の計測を行った。この低減係数の精

度を図－７に示す RC はりの曲げ実験の結果に

より考察する。その結果を図－８に示す。図－

８には，前述した角田式，趙式，示方書式によ

り算定した直線とそれらに直接，低減係数

kf=0.71（混入率 1.0%・σBP－σBP0=0.98）を乗

じた直線をあわせて示す。B1-1，C1-1 の両ケー
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スとも実験値は，低減係数を乗じない算定値よ

りも小さくなった。つまり，短繊維によるひび

割れ幅低減効果が認められたとともに，低減係

数導入の必要性とその精度が確認できた。 

 低減係数 kf には一軸応力状態と曲げ応力状態

の差を考慮するべきであるが，実験値と低減係

数を乗じた算定値を比較すると，今回提案した

値を用いても，短繊維を混入したコンクリート

の曲げひび割れ幅をおおむね評価可能であった。 

 

5. まとめ 
 本研究により得られた知見を以下に示す。 

(1) 一軸引張実験により，短繊維混入によるコ

ンクリートのひび割れ分散性の改善が確認

できた。短繊維混入率の増加により改善効

果は大きくなった。 

(2) 軽量コンクリートを用いた場合のひび割れ

分散性の改善効果が大きくなった。 

(3) 混入率を同一とした場合，長さ 12mm に比

べ 30mm の短繊維を用いた場合のひび割れ

分散性の改善効果が大きくなった。 

(4) 実験における平均ひび割れ間隔を引張軟化

曲線の折曲がり点応力で整理することで，

一軸応力状態における短繊維混入によるひ

び割れ幅の減少を低減係数として評価する

ことができた。 

(5) 低減係数を曲げひび割れに適用した場合，

提案した低減係数により，短繊維を混入し

たコンクリートの曲げひび割れ幅をおおむ

ね評価可能であることが確認できた。 
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